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1．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに 

 我が国では、1960 年代の高度経済成長期に集中整備

されたインフラが約 60 年を経過し、これらを維持管理

していく必要性が高まってきている。コンクリート構造

物を管理する上で、構造耐力が基準を満たしているか、

コンクリートの状態を調べるために、コア採取法という

方法が行われている。このコア採取法では巨大なコンク

リート構造物からコアと呼ばれる小さな試料を採取し、

力学的特性ならびにその他の性質を調べることで、構造

物全体の構造耐力を予測するものである。しかし、コン

クリート部材には寸法効果（寸法の増大に伴って見かけ

の強度が低下する現象）が存在し、これを考慮する必要

がある。例えば、設計基準では寸法効果を経験則として

認め寸法効果を考慮した形の算定式が用意されている。 

 しかし、過酷な環境にさらされているコンクリート構

造物の中には様々な化学的影響を受けているものがあり、

これらの化学的に劣化したコンクリートにおいて、健全

な場合と同様の寸法効果を適応させることは適切なのだ

ろうか、という疑問が生じる。 

著者らは状態劣化をメソスケールで捉え、そのスケー

ルでの状態を積み上げた剛体バネモデル法を用いた構造

解析手法を整備しつつある。本論では、化学的劣化の中

でも、硫酸溶液により劣化したモルタルにおける寸法効

果と、健全なコンクリートにおける寸法効果との関係性

の評価を剛体バネモデルによって試みた。 

 

2．．．．解析の概要解析の概要解析の概要解析の概要 

 解析には剛体バネモデルを用いた。剛体バネモデル

（以下、RBSM）は川井 2)によって提案されたモデルで

あり、要素自体を剛体と仮定して要素境界面状に垂直バ

ネとせん断バネを設けて、剛体要素間の非線形挙動を評

価する手法である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本解析においては、長井ら 2)によって開発された構成

モデルを用いることにする。長井らは剛体バネモデル法

をモルタルおよびコンクリートの破壊解析が可能な解析

手法へと発展させた。 

 硫酸溶液によって劣化したコンクリートはコンクリー

ト水和物である CH,CSH が減少することが知られてい

る。ここでは、著者らが提案した弾性係数、引張強度、

破壊エネルギーを水和物の減少量から求める式(1)から

(3)を導入する。これにより解析上で硫酸により化学的

に劣化したモルタルの破壊性状を再現することが可能と

なる。 
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ここで E,E0：弾性係数および浸漬前の弾性係数、ft,ft0：

引張強度および健全時の引張強度、Gf，Gf0：破壊エネ

ルギーおよび健全時の破壊エネルギー，⊿CH： CH の

減少量，CH0：健全時の CH 量，⊿CSH： C-S-H の減

少量，CSH0：健全時 C-S-H 量である。 

 

3．．．．解析結果と考察解析結果と考察解析結果と考察解析結果と考察 

    解析の方法だが、正方形断面をもつはりにおいて、い

くつかの寸法の異なる劣化前と劣化後のモルタルにおけ

るはり高さと曲げひび割れ強度の関係を出すことで、比

較を行った。曲げひび割れ強度の導出については、加藤

ら 3)によって提案された推定式を用いた。以下にその式

を示す。 
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                  図－１ RBSM の概要図 
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ここで ff：曲げひび割れ強度、ｄ：はり高さ、lch：特性

長さ（=EGｆ/ft
2）である。ただしこの式の適応範囲は

d/lch≧0.1 である。今回は d/lch＜0.1 の範囲であるが、

CH、CSH の変化にのみ着目しているため、この式を用

いることとする。 

解析を行った供試体寸法は 32×8×8cm、16×4×4cm、

8×2×2cm、4×1×1cm の 4 つのケースであり、それぞ

れの寸法に対して、CH と CSH の量を 6 ケースに変化

させた、合計 24 ケースの解析を行った。なお、CH と

CSH の変化は、一般的にまず CH が減少し、次に CSH

が減少することより、それを踏まえたケースを用意した

（表-1 参照）。一例として、32×8×8cm のサイズのひ

び割れ性状を図-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この解析結果より、モルタルにおいて(4)の予測式を

用いた場合、CH、CSH の減少によりモルタルが劣化し

ても、健全なコンクリートの寸法効果の予測値と一致す

る結果が得られた。 

また、次に 16×4×4cm 供試体の曲げ強度と CH,CSH

の変化量の関係を図―4 に示す。CH と CSH が減少する

ことにより曲げ強度が低下していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ΔCSH/CSH が 0%から 25％に変化するときに曲げ強

度が特に大きく低下している。 

以上より、モルタルが劣化することによって曲げ強度

は低下するものの、その寸法効果の程度は健全なものと

同様である。今後は実験結果との比較を行う予定である。 

 

 

4．まとめ．まとめ．まとめ．まとめ 

    化学的に劣化したメソスケールモルタルの曲げ強度の

寸法効果は、健全の場合と差異がなく、また、その効果

は、コンクリートに対して提案されている既往の式とよ

く一致する。 

 

 

参考文献参考文献参考文献参考文献 

1)川井忠彦：離散化極限解析法概論、培風館、1991 

2) 美浦泰人、佐藤靖彦：Ca により変化するモルタルの

メソスケールの力学的性質と物理学的性質の関係性評価,

コンクリート工学論文集,2014 

3) 加藤英徳、内田裕市、六郷恵哲、小柳洽：コンクリ

ートの曲げ強度の推定に関する破壊力学的検討,コンク

リート工学年次論文集,vol.14,No.1,1992 

4) Kohei Nagai、Yasuhiko Sato、Ueda Tamon：Mesoscopic 

simulation of  Failure of Mortar and Concrete by RBSM, 

Journal of Advanced Concrete technology,Vol.2,No.3,pp359-

374,2004 

 

 

 

10-3 10-22.1

2.12

2.14

2.16

2.18

2.2

d/lch

ff
/f
t

ΔCH/CH0 ％、ΔCSH/CSH0％
ΔCH/CH50 ％、ΔCSH/CSH0％
ΔCH/CH100 ％、ΔCSH/CSH25％
ΔCH/CH100 ％、ΔCSH/CSH50％
ΔCH/CH100 ％、ΔCSH/CSH0％
ΔCH/CH50 ％、ΔCSH/CSH25％

図－3 解析結果 
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図－4 劣化による曲げ強度の変化 
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図－2 ひび割れの様子 

表―1 劣化状態の組み合わせ 

ΔCH/CH(%)ΔCSH/CSH(%)
0 0
50 0
100 25
100 50
100 0
50 25
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